
  

現況 

１ 東京電力(株)福島第一原発・第二原発 

○第一原発 → 事故後～ 現地調査２７回実施（うち廃炉安全監視協議会による実施：１５回） 

○第二原発 → 事故後～ 現地調査８回実施 
○会議の設置 
  廃炉安全監視協議会 → 設置：平成２４年１２月７日 会議開催：２０回（うち現地調査：１５回） 
  廃炉安全確保県民会議 → 設置：平成２５年８月４日 会議開催：５回 
○汚染水 → 第一原発周辺海域、及び試験操業海域における放射性物質のモニタリングを強化。 
【HP→県原子力安全対策課 電話 024-521-7819】                    

県 

政府・
東電 

第二原発 

取組 

○１～３号機  →  注水冷却により冷温停止状態を維持。約２０℃～３５℃と低く安定。 

○４号機  →  炉心に燃料無し。国と東京電力が使用済燃料プール・建屋の耐震安全性を確認。 

         平成２５年１１月１８日から燃料取出し開始。取出作業は平成２６年末まで行われる予定。 

○５、６号機  → 冷温停止。平成２５年１２月１８日に東京電力が廃炉を決定。  

○放射性物質の追加的放出による被ばく線量  → 敷地境界０．０３ミリシーベルト／年 

○全基冷温停止（冷温停止の維持に必要な設備等の本設化完了） 

第一原発 

Ⅱ 各施策執行状況 

Ⅰ 生活環境部予算執行状況 

平成２５年度最終予算（１，８８１億円※１）執行状況（平成26年3月末日現在）  

執行済額※２  １，８２３億円（９６．９％） 

※１ 基金積立金を除いた予算の合計額 

※２ 補助金交付決定済額や契約済額の合計額  

※平成２6年6月1日現在 

○「汚染水問題に関する基本方針」(平成２５年９月３日)、「廃炉・汚染水問題に対する追加対策」 
  (平成２５年１２月２０日)を決定し、国が前面に出て必要な対策を実行していく。 
【HP→経済産業省「汚染水問題に関する基本方針」】 

県による海水モニタリング強化の結果 

平成25年7月以降 
単位：Bq/L 

海水サンプリングの様子 

廃炉安全監視協議会による４号機 
からの燃料取出に係る現地調査 

いわきエリア 

四倉～勿来沖 ３地点 

平成２５年８月～平成２６年４月  

      放射性セシウム   全て不検出 

      トリチウム       全て不検出 

      全ベータ放射能   ０．０１～０．０４ 

福島第一原発近傍 

南放水口等 ６地点 

平成２５年７月～平成２６年４月  

       放射性セシウム   不検出～７．４ 

       トリチウム     不検出～６．２ 

       全ベータ放射能  不検出～１．７ 

相馬エリア 

新地～南相馬沖 ３地点 

平成２５年８月～平成２６年４月 

                  放射性セシウム  全て不検出 

      トリチウム       全て不検出 

      全ベータ放射能  ０．０２～０．０４ 

○中長期ロードマップ(平成２５年６月２７日改訂)・復旧計画に基づき対応中。 
  ・平成２６年５月２１日に地下水バイパスが稼働。 
【HP→内閣官房 原発事故の収束及び再発防止に向けて】 

参考：平成２６年度当初予算：２，５０４億円 

1

http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16025c/
http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/osensuitaisaku.html
http://www.cas.go.jp/jp/genpatsujiko/
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○公共施設等 → 可搬型モニタリングポスト等（６２４台）設置 

○保育園、小中高校等 → リアルタイム線量率計(３，０３６台）設置 
○集会所等延べ６９，７５７か所、大気・土壌・海水等９１，５８７検体（農産物を除く） 
  測定等 
【HP→福島県放射能測定マップ 県災害対策本部原子力班 電話 024-521-1917】        

※平成２6年6月1日現在 

空間線量の測定結果 

※平成26年5月の「環境放射能測定結果」の最小値・最大値                          

県北 

0.07～0.93μSv/h  

（24.24μSv/h） 

県中 

0.05～0.36μSv/h 

（8.26μSv/h）  

県南 

会津 
相双 

いわき 
南会津 

0.04～0.24μSv/h 

（7.70μSv/h）  

自家消費野菜等の放射能簡易検査結果 

県北 

県中 

相双 

県南 

会津 

南会津 
いわき 

※平成２５年4月～平成２６年３月の検査の結果、50Bq/kgを超えた件数の割合 
※県計：１２，１１４件／１３０，４４０件＝９．３％ 
※50Bq/kg超は山菜・きのこが多く、野菜は少ない。 
 
                        

モニタ 
リング 

自家 
消費 

野菜等
の検査 

リスク 
コミュ 
ニケー
ション 

県事業名 
執行額※／平成25年度予算額 

＝執行率 
（※ 補助金交付決定済額や 

契約済額） 
 

（平成26年3月末日現在） 

２ モニタリング 

現況 

９１．８％ 

緊急時広域環境放射能監視事業 

７８７百万円／８５７百万円 

放射能簡易分析装置整備事業 
７５５百万円／７８７百万円 

 

９５．９％ 

○県・市町村 → 放射能簡易分析装置（５３３台）配備  

  （検査件数） 平成24年度：１９６，８１７件、平成25年度：１３０，４４０件 

【HP →県消費生活センター   電話 024-521-8397】 

0.04～0.31μSv/h 

（23.27μSv/h）  

0.06～23.54μSv/h 

（44.70μSv/h）  

0.05～0.15μSv/h 

（2.57μSv/h）  

0.03～0.10μSv/h 

（1.08μSv/h）  7件/214件=3.3％ 

3,054件/17,571件=17.4％ 

2,509件/42,824件=5.9％ 

1,040件/10,986件=9.5％ 

700件/6,128件=11.4％ 

4,575件/49,915件=9.2％ 

227件/2,706件=8.4％ 

※平成26年6月1日現在 

  ※平成26年4月末日現在 

※平成２6年3月末日現在 

○一般消費者対象の食品と放射能をテーマとした講演会等 
 平成23年度3回開催：４７０名参加、平成24年度49回開催：２，２６９名参加、 

 平成25年度72回開催：２，５５８名参加、平成26年度5回開催：４６６名参加 

 （内容）学識経験者講演・基準値説明・放射能簡易分析実演等 
【HP→県消費生活センター 電話 024-521-7736】  

※その他消費生活センターの受付分  

2件/96件=2.1％ 

※平成26年6月1日現在 

リアルタイム線量率計 食品の放射能簡易分析 

食と放射能に関する説明会 

取組 

※（）内の数値は原発事故後の最大値 

2

http://fukushima-radioactivity.jp/
http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16005b/kennai-hoshanoukensa.html
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市町村名 計画策定 本格除染着手 本格除染終了

田村市 H24.4.13 H24.7.25 H25.6.28
楢葉町 H24.4.13 H24.9.6 H26.3.31
川内村 H24.4.13 H24.9.4 H26.3.31
飯舘村 H24.5.24 H24.9.25
南相馬市 H24.4.18 H25.8.26
葛尾村 H24.9.28 H25.4.25
川俣町 H24.8.10 H25.4.25
浪江町 H24.11.21 H25.11.27
大熊町 H24.12.28 H25.6.24 H26.3.31
富岡町 H25.6.26 H26.1.8
双葉町

事業者
育成 

技術 
支援 

○除染情報プラザ 

  除染に関する情報提供  専門家派遣 
【HP→除染情報プラザ 電話 024-529-5668 10:00～17:00 月曜日定休】                     

○除染技術実証事業（平成23年度：19件、平成24年度：18件、平成25年度：5件） 

○市町村除染技術強化事業（平成25年度：３件）        
○技術指針、手引き作成等    

【HP→県除染対策課 電話 024-521-8315、8317】     ※平成26年6月1日現在 

住民 
理解 

の促進 

財政 
支援 

○ 除染特別地域における国直轄除染の実施状況 

３ 除染 

現況 

取組 除染推進体制整備事業 
２６８百万円／２７７百万円 

９６．７％ 

９６．９％ 

除染対策推進事業(県施設）      
６，１２２百万円／６，３２１百万円 

市町村除染対策支援事業      
１４１，１６３百万円 

／１４５，３８６百万円 
 

９７．１％ 

除染現場 

除染業務講習会 

技術実証 
（循環型放射能除染機） 

○除染費用 → 該当市町村へ交付     

○市町村と町内会等が協働で行う線量低減化活動 →資材の配布、機材の貸与  

【HP→県除染対策課 電話 024-521-7276】    

○除染業務従事者 （平成23年度～26年度 計１０，０９４名） 

○現場監督者    （平成24年度～25年度 計３，１９５名） 

○業務監理者    （平成24年度～25年度 計１，８５４名）  

【HP→県除染対策課 電話 024-521-8315】        ※平成26年6月1日現在                  

○リスクコミュニケーションセミナー（平成25年度２回開催：１６０名参加） 
○仮置場現地視察会  （平成24年度６回開催：約１８０名参加、 
              平成25年度２回開催：約４０名参加） 
○専門家等派遣（平成23年度：３９件、平成24年度：１１２件、 平成25年度：４８件、 
          平成26年度：４件）                                                            
○除染質問コーナー（平成25年度２回開催：１２名参加）    
  【HP→県除染対策課 電話 024-521-8317】                    ※平成26年6月1日現在                   

県事業名 
執行額※／平成25年度予算額 

＝執行率 
（※ 補助金交付決定済額や 

契約済額） 
 

（平成26年3月末日現在） 

○市町村除染地域における実施状況 

住宅（戸） 公共施設等（施設数） 

道路（km） 農地（ha） 

※平成26年4月末日現在 

※平成26年6月1日現在 
※帰還困難地区を除く 

445,572  

324,198  

183,304 
(56.5%) 

122,884 
(37.9%)  

0 200,000 400,000

(参考)全体計画数 

H26までの計画数 

発注数 

進捗数 

10,855  

7,154  

3,539 
(49.5%)  

1,900 
(26.6%)  

0 5,000 10,000

(参考)全体計画数 

H26までの計画数 

発注数 

進捗数 

8,355  

8,013  

6,070 
(75.8%)  

5,251 
(65.5%)  

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

(参考)全体計画数 

H26までの計画数 

発注数 

進捗数 

34,190  

30,058  

22,248 
(74.0%)  

20,366 
(67.8%)  

0 10,000 20,000 30,000 40,000

(参考)全体計画数 

H26までの計画数 

発注数 

進捗数 

※全体計画数は市町村によっては概数或いは平成26
年度までの計画数を計上しているところもあり、今
後変更されるため参考値である。  

※グラフ中の割合は、平成26年度までの計画数
に対する割合。 
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http://josen-plaza.env.go.jp/
http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16045c/josen-gijutu.html
http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16045c/
http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16045c/josen-koushuukai.html
http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16045c/josen-ibento.html
http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16045c/josen-sichouson.html


○敷地概要   田村郡三春町の田村西部工業団地に建設，敷地面積４６，３６３m2。  

○計画の基本方針 
 ・モニタリング、調査・研究、情報収集・発信、教育・研修・交流の4つの機能を効果的に発揮。 
 ・(独)日本原子力研究開発機構及び(独)国立環境研究所を招致するとともに、国際原子力機関(IAEA) 
  緊急時対応能力研修センターを誘致。 
 ・防災拠点として必要な耐震構造をもち、再生可能エネルギーを利用。 
 ・子供たちはもとより国内外からの見学者を迎えられる開かれた施設。 
○施設概要   本館、研究棟、交流棟の３つの施設から構成。 
 ・本館・・・延床面積４，２２８m2，環境放射線のモニタリングや調査研究を行うエリア、 
       大気・水・廃棄物のモニタリングや調査研究を行うエリアにより構成。 
       （平成26年5月9日起工式実施、平成27年度中開所予定） 
 ・研究棟・・延床面積５，６２６m2，研究室、分析室、実証実験室等により構成され、 
       (独)日本原子力研究開発機構及び(独)国立環境研究所を招致。（平成28年4月開所予定） 
 ・交流棟・・延床面積４，６５８m2，情報発信・環境教育を行う展示室、国際会議、    
       学会等を行うホールや会議室により構成。（平成28年4月開所予定） 

拠点 
整備 

三春町施設 

○敷地概要   南相馬市原町区に建設，敷地面積１８，２８５m2。  
○計画の基本方針 
 ・原子力発電所周辺のモニタリングや安全監視の機能を担う施設。 
 ・（独）日本原子力研究開発機構を招致。 
 ・隣接する（仮称）浜地域農業再生研究センターや（仮称）福島第一オフサイトセンターと調査研究や 
   安全監視など連携。 
○施設概要   本館（延床面積２，９４０m2）．放射線測定器校正施設（延床面積４５５m2）から構成。 
       （平成26年5月２２日起工式実施、平成２７年４月開所予定） 

【HP→県環境創造センター整備推進室  
 電話024-521-8516】 

南相馬市施設 

三春町施設のイメージパース 

南相馬市施設のイメージパース 

      放射性物質により汚染された環境の早急な回復のため、また、県民が安心して暮らせる環境を創造するため、 

   除染技術の研究開発やきめ細かなモニタリングを実施する中核施設として三春町及び南相馬市に 

   環境創造センターを整備する。 

福島県環境創造センター 

三春町施設の交流棟の基本的な考え方 

三春町施設起工式の様子 

4
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30431

299

60,251  62,038  58,608  
54,680  49,554  45,854  

93,476  
102,180  

98,528  97,286  
91,040  

83,250  

0

50000

100000

150000

12月 6月 12月 6月 12月 6月 

県内避難者 

県外避難者 

平成25年 平成26年 平成24年 平成23年 

避難先不明者 

147 
避難先不明者 

119 

避難先不明者 

50 

153,727 
164,21

157,13 152,113 
140,713 

129,154 

災害廃棄物 

※処理・処分量／発生見込み量（平成2６年４月末日現在） 

※県計：２，３１７千㌧／３，４８０千㌧＝６７％ 

19千㌧/19千㌧=100％ 

会津 

中通り 

985千㌧/1,042千㌧=95％ 

浜通り 

1,313千㌧/2,419千㌧=54％ 

災害 

廃棄物 

処理 

○災害廃棄物処理費用 → 該当市町村へ補助  
   【県一般廃棄物課 電話 024-521-7249】 

４ 廃棄物 

現況 

取組 

５ 避難者 

仮設焼却場 

→ ４５，８５４人（平成26年6月2日現在) 

県外 県内 

                 → ８３，２５０人（平成26年6月2日現在) 

現況 

災害 
救助法 

県外 
避難者 
支援 

取組 

９６．８％ 

９５．７％ 

災害救助法による救助事業                              
３０，４３１百万円 

／３１，７８７百万円   

避難者支援対策事業                              

２９９百万円／３０９百万円 
 

○地元紙の提供、広報誌のダイレクトメール送付、地域情報紙「ふくしまの今が分か 
   る新聞」の発行、県外避難者支援団体への補助等 
【HP→県避難者支援課 電話 024-523-4157】 

○応急仮設住宅供与  
   県内：県内市町村  
              【県建築住宅課 県被災者住宅相談窓口 電話 024-521-7698】 
  県外：避難先の各自治体 【HP→県避難者支援課  電話 024-523-4157】 

○住宅応急修理等   

【HP→県避難者支援課 電話 024-521-8306】 

単位：人 避難者数の推移 

県事業名 
執行額※／平成25年度予算額 

＝執行率 
（※ 補助金交付決定済額や 

契約済額） 
 

（平成26年3月末日現在） 

5

http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16055b/wakarusinbun.html


○首都圏消費者の福島県への招聘  
 平成２５年度４回開催：４３６名参加 

 （内容）生産者との意見交換、学識経験者からの説明、農産物放射能検査場の現地視察などを実施。  

○首都圏等主要消費地への訪問  
 平成２５年度３回開催：大阪府、埼玉県へ訪問 
 （内容）大阪市福島区の「ほたるまちふれあい祭り2013＆福島県交流祭り」や「コープみらいフェスタ 

          2013inスパーアリーナさいたま」等において、放射性物質検査を紹介するパネル展示などを実施。 

東京電力支払額（平成26年5月30日現在) 

○個人：約２兆９２７億円 ○事業者：約９，９５９億円           
計：約３兆８８６億円 

賠償 

支援 

○電話法律等相談、巡回法律相談、不動産鑑定士による巡回相談 
【HP→県原子力損害対策課（原子力損害の賠償等に関する問合わせ窓口） 電話 024-52３-1501】 

６ 賠償 

現況 

取組 

※平成26年6月1日現在 

※平成26年6月1日現在 

７ 風評対策 

取組 

消費者 
理解の 
促進 

世界に 
向けた 
情報 
発信 

首都圏消費者の福島県への招聘 

○JET青年スタディツアー 
 平成２５年度３回開催 
 （内容）県内のＪＥＴプログラム参加者に「ふくしまの今」をより深く理解してもらい、それぞれのネット 
    ワークを通じて海外への情報発信に役立てることを目的とし、復興に取り組む県民との交流、 
    食の安全・安心や福島の伝統文化等に触れるツアーを実施。 

※JETとは・・・「語学指導等を行う外国青年招致事業」（The Japan Exchange and Teaching  
        Programme）の略称。地域レベルでの国際交流を推進することを目的として 
        地方公共団体等が外国青年を招致する事業。 

○国際交流員の情報発信 
 取材回数 平成２５年度１回：会津板下町、平成２６年度２回：二本松市、福島市  
 （内容）国際交流員が県内を取材した記事を「ハマナカアイヅ、ふくしまを行く！」に掲載。 
    国際交流員ならではの視点で、福島の今を世界に伝える。 
※国際交流員とは・・JETプログラムの職種のひとつで、地域において国際交流活動に従事する。 

          福島県国際課には、中国、ニュージーランド、カナダ（国際交流協会に配置）から 
          それぞれ1名ずつ配属。 

国際交流員による県内取材 
左：会津坂下町、下：二本松市 

ＪＥＴ青年による県内視察 

※平成26年6月1日現在 

「ハマナカアイヅ、ふくしまを行く！」はこちら！ 
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http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16055a/baisyoushien.html
http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16005e/cir-hamanakaaizu.html


○若者ふるさと再生支援事業 
  ■平成２６年度 県内７箇所で実施予定 
 （内容）若者が復興に向けたアイデアを出し合うワークショップを行い、実施可能な取組について自ら実践する 
          ことに対して、県及び関係機関が支援を行う。 
 ＜参加予定高校＞ 
 ○県北方部・・・福島商業高校、福島明成高校   ○県中方部・・・郡山北工業高校、あさか開成高校 
 ○県南方部・・・光南高校、修明高校       ○会津方部・・・喜多方桐桜高校、耶麻農業高校 
 ○南会津方部・・南会津高校、只見高校      ○相双方部・・・相馬高校、相馬東高校 
 ○いわき方部・・小名浜高校、いわき海星高校  
 ■平成２５年度実績 浜通り地域３か所で実施 
 ・南相馬市…参加高校：小高商業高校、小高工業高校（ワークショップ：平成25年8月20日～４回実施） 
       実践内容：「ＪＲ常磐線復興特別記念列車の運行及び出発式イベント」の実施（平成25年12月21日） 
       ※ＪＲ常磐線の電車に幼稚園児の描いた花の絵を装飾して「復興特別記念列車」として走らせ、 
        ＪＲ原ノ町駅前広場で地域物産イベントを行った。（ラッピング列車の運行は12/21～1/20） 
 ・いわき市…参加高校：双葉高校、富岡高校、双葉翔陽高校 
            （ワークショップ：平成25年10月25日～４回実施） 
       実践内容：WEBサイト「双葉郡高校生による『ふくしま観光・復興マップ』」の作成。 
 ・川 内 村…参加者：川内村に関わる企業・団体に属する若手職員 
            （ワークショップ：平成25年7月7日～６回実施） 
        実践内容：WEBサイト「－川内村から川内の今を伝えるブログ－『モリタロウのおしゃべり広場』」の作成。 
                           「子どもの遊び場・若者の居場所づくりに向けた提案」(3/20代表から川内村長へ企画提案書を提出) 
 

８ 復興を担う人材の育成 

取組 

若者が 
中心と 
なった 
復興の 
加速化 

ＪＲ常磐線復興特別記念列車出発

高校生ワークショップ（南相馬市） 

高校生ワークショップ（いわき市） 

川内村への提案 

Ⅲ トピックス 

 
 

○目的  ホノルル福島県人会が、ふるさと福島の復興状況等の視察を通じて母県に対する理解を深め、 

    古くからの絆をより強固なものとし、今後の交流や情報発信等について考えるきっかけとするため、 

    本県訪問ツアーを企画。 

○内容 
 【知事表敬】 

  平成２６年４月１７日、ホノルル福島県人会のジェームス・サトウ会長ら３１名が、昨年１０月に知事が 

 ホノルルを訪問したことに対する御礼のため県庁を訪れ、知事と懇談を行った。 

  サトウ会長は「古里の美しい桜を見ることができて嬉しい。福島の魅力を世界に伝えて風評を払拭したい。」と 

 述べられた。一行は「復興支援ふるさとツアー」と称して、約１０日間にわたり県内各地を巡り復興の姿を視察された。  

ホノルル福島県人会復興支援ふるさとツアー 

※平成26年6月1日現在 

高校生ワークショップ（県中方部）の様子 
H26.5.26開催 

ホノルル福島県人会による知事表敬 

「双葉郡高校生による『ふくしま観光・復興マップ』」はこちら！ 

「－川内村から川内の今を伝えるブログ－『モリタロウのおしゃべり広場』」はこちら！ 
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http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16005e/visitors.html
https://furusato-fukushimajp.ssl-sixcore.jp/futaba/
http://www.furusato.fukushima.jp/kawauchi/

